
転換するシンガポール経済

一一沖縄、ハワイとの比較を通して一一

1 .シンガポールの特異性

シンガポールはいろんな意味で驚異的な国

家である。第一に、国の面積である。シンガ

ポールは大小20余の小島で成り立っている

が、全部合わせても沖縄本島の約三分の一、

633km2である。シンガポールの面積は埋立

によって毎年拡大するから、統計には気をつ

けろとよく言われるが、ここ 10年で;17km2、

3%弱しか増加していない。逆にいうと、土

地を含む自然条件はあのカリ スマ的な政治

家、 リ・カン・ユー前首相(シンガポール建

国以来の25年間首相の座にあたが、 1990年11

月にゴ・チョク・トン前副首相に政権を委譲

した)をもってしてもいかんともしがたいも

のであった。この極度の土地制約条件は、シ

ンガポールの国家としての処し方を根本的に

規定してきたし、そのありょうは今後も変わ

りょうがない宿命的なものである。

第二に、この狭い国土の中に、約270万人

の人が生活していることである。時は1819年、

イギリス東インド会社のラッフルズ卿がジョ

ホールのサルタンからシンガポールの永代借

地権を獲得したときの現地人口はジヤ ンクソレ

に住むマレ一人の150人であった(信夫清三

国際大学嘉数 啓

郎著『ラッ フルズ伝~[20J )。その人口が1823年

の「自由貿易港」の開設と同時に増大し、 1901

年には23万人、 1931年には沖縄並の56万人、

1970年には沖縄の約倍の200万人の大台を記

録した(詳しくは拙稿[5 ]参照)。過去20

年間(1970-90年)をとってみても、沖縄の

人口が27万人増加したのに対して、シンガ

ポールで、は62万人も増加した。つまり平方キ

ロメートル当たりの人口密度がその聞に、

3，369人 (沖縄420人)から実に4，250人 (同540

人)にも増加したのだ。これは世界の人口法

則を塗り変える出来事であった。戦前、人口

密度250人で沖縄では「過剰人口論」が世論

となり、海外移民を正当化する格好の根拠と

なった。復帰前後の人口密度500人強で再び

過剰人口の議論があったのは記憶に新しい

(拙稿 [6]参照)。シンガポールでも、「過

剰人口論」による人口抑制の議論は確かにあ

った。しかしそれも最近の一時的なものであ

った。今はむしろ労働力不足に悩み、人口を

し、かに、どこから確保するかに頭を痛めてい

る。このシンガポールの人口問題に対する考

え方は沖縄を含む島しょ地域に多大な示唆を

与えてくれる。

第三に、政府の役割である。恐らくこの点

本稿はシンガポールでの現地調査に基づいており、平成4年 3月28日の「島しょ研究会 (東京、広尾)J

にて報告したものである。
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が沖縄や他の島しょ地域とは決定的に異なる

と同時に、これがまたシンガポールの真骨頂

でもある。ンンカポールは社会主義を標携す

る「人民行動党 (PAP)Jによって建国され

今日に歪っているにもかかわらず、内実はよ

く言われる「国家資本主義国Jである。簡単

にいうと、同家のほうが民間企業よりも資本

効率がよいのだ。民間で倒産しかかった企業

を同家の管理下で蘇生させる高度の芸当がで

きるのは恐らくシンガポールぐらいのもので

あろう。しかも注目すべきことは、沖縄を含

めて、島しょ国家 ・地域が例外なく ODAや

財政に大きく依存しているのに対して、シン

ガポール経済の財政依存度は極めて小さい。

政府予算に占める軍事費は1989年で21%(隣

のマレーシアは 9%)でアセアン諸国でも群

を抜いて高いが、国民総生産 (GNP)に占

める政府支出の割合は23%(マレーシアは30

%)である(ここでの統計データについては

い， 23J参照)。独立国家として高度の軍

備をもち、国家が果たすべき公共施設 ・公益

事業の整備や社会保障を果たすだけでも、弱

小同家にとっては変難の技である。ところが

シンガポールはこれらの国家事業を「模範的J

に遂行している国の一つである。筆者が最も

詳しく調査してきた南太平洋の島しょ国家で

は公務員の給与、つまり f経常経費」すら外

部の援助に頼っているのを考えると、シンガ

ポールの「国家経営」のあり方は極めて異例

であり、その「ノウハウ」の解明は誰もまだ

行っていない(商太平洋島しょ国については

拙稿[7、8、9、10J参照)0rシンガポー

ルモデル」の秘密は、その国家経営にあるこ

とはほぼ間違いなt、。その解明には、経済に

プラスして、地勢学、政治学、文化人類学的

な来持が要求される。

第四に、シンガポールのもつ「オープンJ

経済ンステムである。これは「強い国家 2 統

制的国家Jと事の両輸のごとくうまく機能し

てきた。このン λテムはシンガポールを含む

アシアニース(台湾、韓国、香港)で見事に

成功し、アセアン諸国、中国に波及しつつあ

る。このオープン経済システムの第 4 の要件

は、輸11¥輸入、投資、場合によっては労働刀

を合む経済資源の「国境問J移動の規制を大

幅に緩和、或いは撤廃することである。シン

ガポールとはやり )jは全く異なるが経済の

「オープン度」つまり、「自由化Jでは香港

と技び称されている。種々のデータが完備し

ているという点ではシンガポールは香港以上

に制度そのものが安定していると言える。

「オープン度」を計るL、し、例が為替制度であ

る。経済の円由化が急進展している他のアセ

アン諸国と比してもシンガポールの為替管理

はほとんどゼロに近く、市場の実勢にゆだね

ている。為笛は変動相場制で、すべての通貨

のl貞物と先物の取引を自由に行うことが出来

る。期日の制限もむろんなし、。外資系企業に

対する出資比率規制や株式の一部現地義務化

もなく、多くの「投資奨励措置」を用，意して

し、る。こうした思い切った自由化措置も効率

的な統制国家であれはこそ迅速に採用しうる

ものであり、一地万県である沖縄ではとても

望みうるものではなし、。しかしシンガポール

が建国 3年後 (1968年)にして IMF8条同

に移行し、制限的な貿易 ・為替取引を拒否し

たのは、 リ一首相が行った最も果敢な経済外

交政策であった。これによって一度「オープ

ン」したルピコンの橋を渡ったシソガポール

はもはや逆戻りが出来なくなり、これをまっ
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すくい進む以外に選択の余地はなかった。 しか

し、それが最良の選択だったことは27年後の

今n、誰の闘にも明かである。筆者が中心に

なって翻訳した1960年代後半のシンガポール

の未来選択の記録『労働運動近代化への挑戦』

([19J)は、リ一政権の支持母胎であるシン

ガポール労働組合総評議会 (NTUC)の当

時の書記長であったデパン ・ナイヤ氏(後に

第三代大統領)が中心になってまとめたもの

であるが、今読み返してみても、最大の雇用

者で、あた英国軍基地撤退(1971年までに全商

撤退)を前にして、いかに苦渋に満ちた選択

を迫られていたかが伝わってくる。あれから

約30年後、誰がシンガポールの今日の繁栄を

想像出来たで、あろうか。シンガポーノレに旅す

るごとに思うのは、経済規模が小さければ小

さいほど、経済発展における歴史的 ・社会的

環境と人的要素の役割、なかんずく国民を引

っ張ってL、く椛固たるリーダーシップを可能

にする社会的背景が決定的に重要であること

を思い知る(その点に関しては最近の名著『シ

ンガポール工業化の政治経済学J[21Jが優

れた分析を行っている)。

以上のシンガポールのもついくつかの「特

異性」を念頭におき、沖縄や他の島しょ経済

との比較も試みながら、現地で最近(1992年

l月)入手したデータをもとに、シンプfポー

ルの段新経済状況について概観してみたい。

2 .シンガポール経済の構造

一沖縄、ハワイとの比較を通して

(1) 類似点

シンガポールは沖縄から約2，400キロメー

トルの西南，ほぽ赤道直下に位置している。

経済と社会

他方、ハワイは逆方向に約5，000キロも離れ、

北緯21度(沖縄26度)に位置してし、る。沖縄

との時差はシンガポーJレが 2時間遅れ、ハワ

イが19時間遅れであるo この 3地域は類似し

た側面とかなり異なった側面を合わせもって

いる。類似した点としては、先ず第一に、比

較的小さい島々によ って形成されていること

である。もちろん、シンガポールは本島をほ

ぼ唯一とする島であるが、沖縄には40余の有

人離島がある。ハワイは 8つの主要島によ っ

て成り立っている。自然環境からすると、ハ

ワイが最も天然資源に恵まれ、沖縄、シンガ

ポールの11慣に多様化していると言える(ハワ

イの資源、経済発展については、Kakazu& 

Yamauchi [1幻参照)。シンガポールにあ

るのは天然の良港(地の利)と人的資源のみ

とし、う表現は正こくを得ている。これはむろ

ん、沖縄、ハワイと比較してのシンガポール

の領土の狭さによるところが大である。ハワ

イはシンガポールの約26倍、沖縄は3.6倍も

ある(表 1)。先述した人口密度ではシンガ

ポールはハワイの実に64倍 (1989年)、沖縄

の6倍とし、う高密度社会である。

第二の類似点は、いづれも「サービス特化

型」経済であることである。シンガポールは

東南アジアで最もサービスのウエイトの高い

国であり、ハワイ 、沖縄も州、県として最も

サービス産業に傾斜している。これは生産基

盤が比較的脆弱で、「規模の経済性jをくみ

取れない島しょ経済の一大特徴でもある。 三

経済のうち、サービスを含む第三次産業のウ

エイトが最も高いのはハワイ(就業割合で89

%、生産所得割合で86%)で、次いで沖縄(そ

れぞれ69%、78%)、シンガポール(62%、65%)

である。 三次産業のなかでも、シンガポール
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表 1:シンガポール、 沖縄、ハワイの主要経済指標の比較、 1989年

単位 シン Jlポール 沖縄 ハワイ

面積 k通 633 2，264 16，705 

人口 千人 2，685 1，222 1， 112 

人口常度 人/凶 4，287 693 67 

産業別就業割合 % 
全産業 % 100.0 100.0 100.0 

第ー次 % 1.6 10.9 2.1 

第二次 % 36.7 20.2 9.2 

製造業 % 30.1 5.7 4.5 

第ー二次 % 61. 7 68.7 88.7 

尚業 % 21. 2 29.0 26.3 

サービス業 % 20.6 27.3 27. 1 

公務 % 6.1 20.3 

失業率 % 2.2 4.4 3.2 

総生産額 百万ドル 28，888 20，018 21， 587 

一人当り生産所得 ドル 8，635 13，593 19，657 

産業別生産所得割合 % 
全産業 % 100.0 100.0 100.0 

第-次 % 0.4 3.4 2.0 

第二次 % 34.3 21. 1 11.3 

製造業 % 28. 7 6.4 5.2 

第三次 % 65.3 78.2 86.4 

商業 % 17.6 14.9 15.5 

サービス業 % 10.4 26.8 19.8 

公務 % NA 9.7 23.6 

商品移輸出 宵万ドル 39.318 3，048 1，503 

対総生産比 % 136 37 7 

商品移輸入 下T万ドル 43.869 9，532 9，908 

対総生産比 % 152 37 46 

貿易収支 百万ドル -4，551 -6，484 -8.405 

対総生産比 % 15.8 32.4 38.9 

観光人成者数 千人 4，830 2.671 6，142 

観光収入 n万ドル 3.307 2， 122 7，904 

対総生鹿比 % 11. 1 10.7 36.8 

注: (1)産業7JIJ就業割合、生産額、輸出入は1988年、

( 2 )為替レートは 1ドル=128.15円 (1988年)、 137.96円 (1989年)

出所 :YEARBOOK OF STATISTICS， SINGAPORE 1990， THE STATE OF HAWAII DATA 

BOOK，1989， 

『沖縄経済概況』、平成3年。

が金融業のウエイトが高いのに対して、ハワ 融、情報、輸送センターになっており、三次

イは観光、公務に傾斜し、沖縄は商業、観光 産業とし、ってもかなり「情報集約型」で、品

業の比重が高いという違いがある。後述する 度化されている。

ように、シンガポールは、アジア最大級の金 第三の類似点は、貿易、特に移輸入依存度
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の高さである。これもオープン化された島し

ょ経済の一般的な特徴であるが、特にシソカ・・

ポールの場合は総生産に対する輪移出依存度

が136%で、沖縄 (37%)、ハワイ (7%)と

比較しでも群を抜いて高し、。これはシンガ

ポールが東南アジアの一つの輸州基地となっ

ていると同時に、香港と同様、マラッカ海峡

の先端部に位置し、国際貨物の「通過集積港

(entrepot) Jとしての役割も担っているため

である。三経済とも移輸出依存度よりも移輸

入依存度がはるかに高く、貿易収支は慢性的

な赤字であることは言うまでもない。ただ、

貿易赤字の総生産に対する比率はハワイが39

%で最も高く、沖縄 (32%)、シンガポール

(16%) となっている。この赤字のファイナ

ンスの仕方においても三経済に共通したもの

があるが、ハワイは観光収入にに最も高く依

存 (94%) し、沖縄は70%強を財政受取に依

存し、観光と基地収入を加えると、貿易赤字

を埋め合わして余りがある。シンガポールは

観光 (73%) と投資所得、運輸サービス等に

依存し、経常収支は後述するように、大幅な

黒字を記録している(詳しくは拙稿 [18参

照J)。

最後の類似点、と言えば、 1988年時点での経

済規模が三経済とも200億ドノレ内にあり、 一

人当たり所得もハワイ(19，654ドル)、沖縄

(20， 018ドル)、シンガポール (8，635ドル)

と、島しょ経済としては最高クラスの生活水

準を達成していることである。また失業率も

他の近隣経済と比して極端に低いのも共通し

ている。

(2) 相違点

しかし、類似点よりもむしろ相違点の方が

経済と社会

注円を集めやすく、また重要でもある。第 一

の相違点としては、なんと言っても経済運営

上の制度的相違である。特に規模の小さい島

しょ経済において、この相違は極めて重要で

あることはすで?こ触れた通りである。シンガ

ポールは強力な指導原理に基づく独立国家で

あり、独自の経済政策をもち、むろん独自の

通貨を有している。しかし、ハワイも沖縄も

その窓味での独自性はない。ハワイは州とし

てのかなりの自治権を与えられているが、沖

縄はよく言われる 3割自治である。さらに重

要なことはは、シンガポー/レは「都市国家J

であり、経済政策、地蛾振興の観点、から沖縄

で重要な位置を占める農村部は存在しなし、。

従って、シンガポールの場合、食料の確保は

イコール貿易問題で、あるが、沖縄、あるいは

ハワイの場合は直ちに農村の問題であり、農

家の問題でもある。

制度的相違としてもう一つ重要な点は、労

働力を含む資源の移動に関わるものである。

シンガポールは一国であるがゆえに、例えば

1960年代後半の大量失業時には雇用吸収のた

めに背水の陣で臨んだが、ハワイの場合はそ

のための施策をほとんどといっていいほど採

った試しがなL、。理由は簡単である。前者の

場合は失業しても園内に「行き場」がないが、

後者の場合はアメリカ大陸が控えていて、人

々の移動になんらの心理的抵抗感もない。沖

縄の場合は了度その中間で、失業問題は最近

は質的にも量的にもかなり変化してきたが、

復帰後も行政の最大課題の一つであることに

は変わりない。つまりハワイ、沖縄の場合は

何か問題が起こると、全国あるいは国レベル

に押し上げて解決するという一種の「安全弁j

が制度的にピル卜 ・インされているが、シン
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ガポールの場合はこのような装置はなく、当

然、あらゆる面で、悲壮感を伴うほど真剣に

取り組まさるを得なし、。つまり経済政策の失

敗の「コスト」あるいはその[リスク」がシ

ンカポールの場合、他の二者と比べて著しく

高いのである。そこに単純にべつの経済を比

較し、その著し悪しを云々出米ない限界かあ

る。

第三の相違点としては、これも制度に幾分

関係するが、「人橋問題」である。よく知ら

れているように、シンガポールは典型的な多

人橋 ・移民社会である。

1990年時点、で中国系 (78%)、マレ一系(4 

%)、インド系 (7%)、その他(1 %)で構

成されているが、その比率はここ数十年来ほ

とんど変化してなし、。巾国系が!と倒的多数を

市めているとは言え、シンガポールは中国入

社会ではなく、多人種を抱える「コスモポリ

タン国家」である。シンガポール建嗣の父、

リー前首相の凶家建設の基本理念は、多人種

のもつ多様な文化的遺産を相苛.に高めること

によって「ゾンガポリアソJとしての共通の

国民意識を形成することであった(この点に

関しては GohKeng Swee L 3 ]及び Josey

[4 ]、参照)。そのためには「人種差別Jの

臭いのするものはいかなる政策でも排除しな

ければならなかった。特にシンプ/ポールでの

社会的地位の低いマレ一系に対しては、細心

の注意を払った施策がとられてきた。シンガ

ポールの I国語」がマレ一語であるとし、う事

実は以外と知られていないが、水の供給も含

めて、隣国のマレーシア抜きではシンガ・ポー

ル国家は成立しないとし、う見方もかなり真実

に近い。それからすると沖縄は同文 ・同種で

あり、余計な気遣いはし、らなL、。その分社会

的摩擦は少ない。しかしその反面、社会的緊

張感がなく、惰性、温情主義(テーゲ主義

ともいう)に流れ易く、シンガポールのよう

に改革がすすみにくいという欠点をもってい

る。ハワイも多人種社会だが、シンカポーノレ

と比べて「人種のルツポ化」がかなり進行し

ていて、かなり共通の価値と Z語を有してお

り、シンガポーノレほどの社会的緊張感はなL、。

この違いは指導者の性格に決定的な相違をも

たらす。異なった価値観をもっ人種を束ねて、

国家としての進路を押し進めるにはリー ・ク

アン ・ユーのようなカリスマ的なリーダーの

存在は不可欠であったとする見万もある。つ

まり、罰かれている国の状況が強)Jなリー

ダーを要求したとも言える。沖縄では人種を

束ねる必要はなく、「島園」で土着(=横並

び)怠識が強いから、もともとリーターを必

要としない風土であるともいえる。ハワイの

場合は人極が適当にミックスしていて、人種

グループあるいは同じ日系でも出身地波別の

L、L、意味での競争が今でも存在している。し

たがって、そこには大いなる「自己主張jが

あり、またそれが詐されるゾステムが出来上

がっている。このように見てくると、沖縄で

績々のシステムを活性化する最良の方法は、

「異質」のものを政策的に取り入れることで

ある。とりあえず優秀な人材を本土や外国か

ら導入する施策の展開が急務である。(拙稿

(l2J参照)。

第一その相違点は地勢学的なものである。三

経済とも島しょ地域に違いはないが、その地

勢学的なありょうはかなり異なるとし、ってよ

し、。シンカ'ポールの有利性ははなんと古って

も巨大な資源ルートの要に位置していること

である。これはアジアにとどまらず、遠くア
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フリカ、ヨーロッパまで及ぶ。このルートは、

世界最大の資源輸入国である H本の「生命線J

でもある。シンカポールが香港と並んで世界

第一のコンテナ貨物港としての地位を不動の

もにし、世界の多国籍企業が競って OHQ

<Operational Headquarters)と称するアジ

ア統括本部を向島に設ほしはじめたのも、政

治の安定、インフラの整備、周辺アジアの経

済的活況に加えて、ゾンカポールの地勢的有

利件.によるところが大きL、。

翻ってシンガポールと比較しての沖縄の地

勢学的位置をみると、東南アジア、中園、日

本本土を含む東アジア主要経済問より隔絶し

ており、東南アジアや中国大陸から見ると、

西太平洋上に浮かぶ「小島」という印象が強

L、。沖縄のアジアでの位置づけが難しいのは

そこからきている。段近のアジアでの経済発

展のパタ ンを観察すると、一つの成長地域

から隣接する地域へ経済のダイナそが次々と

波状的に伝幡する形で進行しているいる(こ

の点に関する最近の興味ある分析として、渡

辺利夫編著 [22Jが役に立つ)。沖縄の場合、

日本本土からの波及は受けるが、波及効果は

そこで止まっている。つまり沖縄からアジア

に向かう波状のダイヲそが継起的な波状を生

み/liし得てないのがシンカポールとは異なる

点でもあり、今後の沖縄の立地活をかす上で

-Jf慮すべき最大の課題でもある。沖縄の位抗

は宿命的なものではあるが、その位置がもう

少し北西、例えば北緯30度(現26.5度)、東

経123度(現127.5度)辺りにあれば、現在の

凪際情勢からして、かなり有利であったこと

は間違いなL、。逆にいうと、沖縄の置かれて

いる地勢学的位置を沖縄を「中心Jとしてで

はなく、シンガポールや上瓶、福岡辺りから

経済とM-.会

lながめて見ると、また述った発想が湧いてく

るはずだ。その点に関しては後述したい。

ハワイはアジア、特に日本とアメリカを橋

渡しする藍要な役割を担っており、 21世紀に

むけてその役割はますます噌大すると考えら

れる。さらにハワイは世界最強の米第 7鮭隊

の司令部が位置しており、アシアの安全保障

の要でもある。このハワイの安全保障上の役

割はソ連邦の崩壊に{ずって逆に重要性が高ま

ったというのが専門家の一致した見方である

(拙稿 [14J、[15J参照)。米軍は沖縄を合

むアジアから除々撤退するノ7針であるが、そ

の後の安全保障上の全自を埋める最も現実な

手段は海軍力であり、そのためにもハワイの

第 7艦隊の役割は重要である。逆にいうと、

この動きは同時に、「太平洋の要石Jとして

重需がられてきた沖縄の軍事戦略的重要性の

低下を意味する。沖縄基地のあり方をめぐっ

てのベンタゴン(アメリカ国防総省)の方針

はすでに決まっており、米軍撤退後の沖縄の

国際的位置づけに関するはっきりしたヴィシ

ゴンを打ち立てる時機にきている。

第四の相違点は、経済構造、特に製造業の

あり方でシンガポールと沖縄、ハワイとでは

決定的に異なる。表 lで見た通り、沖縄の製

造業のウェイトは就業割合で全産業の5.7%

(1988年)、生産割合で6.4%であり、シンカ

ポールのそれぞれ30.1%、28.7%とでは雲泥

の差がある。沖縄の生産構造は明らかにハワ

イ型であり、 NIEs(新興工業経済群)と呼

ばれているシンカ'ポール型で・はなし、。この生

産落差の背景には績々の要閃がある。一つは、

前述したように、独立後のシンガポールは背

水の陣で工業化に臨み、 J隆々の奨励策を講じ

て外国企業を積極的に誘致したことである。
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転換するシンガポール経済一一沖縄、ハワイとの比絞a'jjfjしてーー

つまり島全体が言ってみれば函際的な「イン

ダストリアル ・パーク」であった。特に復帰

後の沖縄やハワイでは函全体の中での開発の

位置づけがなされ、「地域の特色を活かしたJ

園内地域間分業体制の巾に組み込まれた。そ

の時点で沖縄の製造業、特にシンガポールに

あるような労働集約的な工業娠興の命運は決

まっていた。復帰後20年を振り返ってみると、

鼠内地峡間分業の発想は正解であった(拙稿

(18)参照)。労働集約的工業を多く抱える

他府県の特に85年円高以降の産業構造調整コ

ストは沖縄の復帰シ 1 ツク以 kであった。な

まじっか、そうした輸出工業が根付かなかっ

たがために、沖縄の実質経済成長率は本上の

平均を上向った。しかも所得及び余暇時間弾

性値の高い、未来ぶ向型の観光産業に大きく

特化したことが沖縄にとっては必要以上に環

境が汚染されることもなく高所得を達成し得

た最大の要因である。二つは、シンガポール

の賃金が、近年大きく上昇してきたとは三.え、

1990年の月平均賃金で12万円 (1 S $=79. 

88円、以下Sドルはシンガポール ドルを意味

する)で、沖縄(同30万円)の40%である。

したつがってシンガポールで・は高賃金、円高、

高地価で沖縄では成り立たなくなった製造業

がし、までも十分採算がとれるのである。さら

に重要なのは、シンガポールはインドネシア

とマレーゾアというシンガポールより一段と

賃金の低い、豊宮な労働供給国に囲まれ、そ

こから労働力をいつでも導入出来る状況にあ

ることである。或いは逆に、後述するインド

ネシアのパタム島に見られるように、シンカ

ポールで・成り立たなくなった製造企業の再配

置が極めて容易に行えるとし、う立地環境も見

逃しではならない。

そつめは、シンカポールは東南アシア最大

の石油精製基地であると同時に、原材料の集

積地でもあり、沖縄よりはるかに安く、しか

も脊易に工業用原材料を確保出来る地位にあ

ることである。ちなみに、ガソリン等の石油

製品は沖縄の約半値である。しかも島全体が

門由港的性格を有しているから、工業用原材

料、設備等はほとんど無税て'輸入され、輸出

入のための港湾、コンテナ施設も完ぺきに近

L、程整備されている。さらに重要なのは、ア

ジア最大規模の金融センターもシンガポール

にあり、金利の安い資金を無制限に取り入れ

ることが可能である。少しでも開発金融を学

んだことのある人はこの金融支援体制の重要

性を兵っ先に指摘するであゐう。

四つめは、沖縄の 6倍強とし、う超過密社会

であるにもかかわらず、シンカ‘ポールには現

在49の工業団地(付属資料参照)があるが、

賃貸料は沖縄よりはるかに割安で提供されて

し、る。これはもちゐん造成コストが沖縄に比

して安いということもあるが、それ以 j:~こー工

業団地の造成、管理、リースはシンガポー/レ

開発庁 (EDB)の一元的な管理におかれる

重要な国家プロジェクトであり、土地の所有

者である政府の采配がすべてを決定する。飛

行場用地の取得だけで気の述くなるような年

月を要する円本のあり万とは板本的に異な

る。ここまで読みすすんでくると、経済発展

には、ーにもこにも特殊な環境化における政

府のイニシャチプが決定的に垂要であること

がわかってこよう。

産業構造でシンガ、ポールが沖縄、ハワイと

異なるもう一つの大事な点は、サービス業の

中身である。表 2で見るように、シンカポー

ルの金融 ・サービス業は1990年で経済所動の

A
U
 



3割強を市め、屋台骨であった製造業と完全 3.最近のシンガポール経済

に入れ砂わった。金融 ・サーピス業の中身は

4割が観光を中心としたサービス業で、 6割 (1) 経済パフォーマンス

経済と社会

は金融、情報等の高度情報サービスであり 、 シンガポールもその一員であるアセアンの

その分野が急成長している。サービス業につ モットーは「レジリアンス(強靭性)Jであ

いては後述する。 る(拙稿 [16J参照)。アセアンの中でも最

表 2 シンガポーJしの産業別国内総生産、1980-1990年

百万Sドル 榊成比(%)

1980 1985 1990 1980 1985 

農漁業 325 292 177 1.1 0.8 

製造業 8.500 9.184 16.566 29.5 23.6 

電気・カ λ・水道 578 796 1.204 2.0 2.0 

建設 2.056 4. 168 3，035 7.1 10.7 

商業 5.453 6，636 9.977 18.9 17.0 

運輸 ・通信 3.449 5.235 8.079 12.0 1:!.4 

金融・サーピス業 5.920 10.652 18，456 20.5 27.4 

その他 2.552 1. 961 -478 8.9 5.0 

国内総生産 28.833 38.924 57.016 100.。 100.0 

注 :(その他〕のマイナスは金融業における帰属利子のため。

出所 :YEARBOOK OF STATISTICS， SINGAPORE (1990)より作成。

図 1 シンガポー)1.-の国民総生産の推移、 1980-90年
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転倹するシン lカ"ポール経済ーー沖縄、ハワイとの比事交を過して 一一

もその強靭性を備えているのはおそらくシン

カポールであろう。シンガポール経済は80年

代前半の年中10%を超す成長から、世界的な

輸出不況の影響を受けて、85年には建国以来

はじめて GNP(国民総生産)がマイナス1.6

%に落ち込み、86{fにはさらにマイナス1.8

%へ落ち込むという最悪の事態に直面した

(図 1)。これは世界的な一次産品不況によ

り、マレーシアをはじめとする東南アジア経

済が大きく減速したのに加えて、プラザ合怠

によって米ドルが扶界の主要通貨に対して大

幅に下落したにもかかわらず、シンガポーノレ

ドルは他の NIEs通貨との比較でも大幅に調

整が遅れたためで-ある。シンガポールのライ

ハルである香港ドルと韓歯ウォンのレートは

1980年から門に対して大幅な下げを記録した

にもかかわらず、シンガポールドノレは85年ま

で円に対して逆に上昇し、輸出競争力を大幅

に低下させていた(図 2)。マイナス成長の

λ;凶は輸出に頼る製造業と建設業での落ち込

みであった(表 2)。シンガポー/レの輸出の

53% (1990年)はアジア、特にマレーシア(13

%)とfI本 (9%)に向けられており(図 3)、

-次産品不況によるマレーシア経済の低迷、

円高不況による日本での原材料需要の低下が

重なり、石油製品を含む原材料の再輸出基地

であるシンガポール経済を砲撃した。さらに

シンカヂポール政府が産業の品!在化手段として

10年来取り続けてきた高賃金政策もここにき

てコスト高を招き、輸出の足かせになった。

製造業の月平均賃金は1980年の575Sドルか

ら85年には1.7倍の980Sドルにと昇し、同産

業の生産性を上回った。

しかし図 lで見るように、 86年中央から始

まる経済の復疋力はすざましし、。為替、賃金

調整が急ピッチですすめられ、製造業の17%

の成長に支えられて87年には9.4%(沖縄5.8

%)の成長率を記録、 88年には11.1% (沖縄

4.1%)、89年9.2%(沖縄5.6%実績見込み)、

90年8.3%(4.9%見込み)と70年代の高度成

長時代の再現を思わせる。他の NIEs諸国、

特にライハルの香港との成長パフォーマンス

は-1=1瞭然である(凶 4)。

高成長の結果、先に見た人uの伸び唱の低

図2 日本円に対しての NIEs通貨の切り下げ状況 1980-91年
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図 3 シンカポールの地域貿易 1990年

(単位:100万Sドル)
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転換するシンガボール経済 仲側、ハワイとの比較合通して一一

下と相まって、シンガポールの一人当たり

GNPは1980年の4，400ドルから1990年には

2.5倍の11，000ドルに達し(図 1)、アジアで

は日本に次ぐ高水準にある。この所得水準は

むろん、先進工業国であるスベインやアイル

ランドよりも高く、 NIEsの中ではシンカ'

ポールが真っ先に先進工業悶クラブと言われ

ている OECDの仲間入りを果たすことも考

えられる(詳しくは拙稿[l7J参照)。

シソガポール経済の強靭性のもう一つの側

面は、高成長の達成で失業率も86年の6.5%

から90年には1.7%に低下し、超完全雇用状

況にあるにもかかわらず、物価が極めて安定

しているこである。消費者物価は経済がマイ

ナスに落ち込んだ86年に同じくマイナスを記

録したが、景気の急回復にもにもかかわらず

3%以内に収まっている(茨 3)。 ζ れには

二つの要因がある。一つは、賃金の上昇率を

生産性の伸び率以下に抑えることに成功した

こと。 80年代後半の賃金 k昇本は前半の半分

程度であった。もう一つの要因はシンガポー

ル経済の規模と先述した「オープンJ性から

きている。経済規模が!吐界経済の中で比較的

小さL、(シンガポール経済は円本の j・度 1%) 

ということは、輸入依存度が高いということ

と同時に、シンガポールの内需の鉱大によっ

て輸入物価が影響を受けにくいという「小国

の仮定」が絵にさいたように当てはまること

表 3 シンガポールの主要経済指標、1983-90年

製造某生産婦数 製造業投資狐 建築承認額 小先販売額指数 卸売物価術数
消費者物価指敏

失業率 旅行肴訪問数
1987.9 住. . 

1989年:前年同 100万 :前年同 100万 !前年同 1987年-.前年同 1985年-，前年問 ~ 1988. 8 : fiJ~1 向
% 

:前年同

=1ω:期比九 Sトル :期比% ;期比% i似):期比x .眠比%
1，側人:

S F'" 100:期比%ニl∞ :期比%. . . 
1983年 59.6 : 2.1 4.2 4.2 86.9: 4，6 1029 ム3.6 96.4. 1.2 2，853 :β3.5 

84年 65.0 : 9.0 1. 829 : 3.0 6.962.6: 627. 5 91.8: 5.7 102.3: 60.6 99.4; 2.6 2.7 2，991: 4.8 . . 
85{f 印.2:ム7.3 1.120: 638. 8 4.836.4 ; .630. 5 90.4 :ム1.5 100.0: 2̂.3 99.8: 0.4 4.1 3，031: 1. 3 . . 
86年 65.4 : 8.6 1. 450: 28.8 3.897.7: .619. 4 77.5 :へ14.3 84.9:ム15.0 98.4 :ム1.4 6.5 3.191: 5.3 

874' 76.7: 17.4 1， 743 : 20.8 4.040.2: 3.7 100.0' 22.1 91.3 : 7.5 98.9: 0.5 4.7 3.679: 15.3 . . . . 
88竿 90.8: 18.4 2.ω7: 15.1 3，390.7: .618.2 128.8 :勾.8 鈎.6:.61.1 100.4 : 1.5 3.3 4.186: 13.8 . . . . 
891f 100.0: 10.1 1.959; 62.8 5，500.6: 62.2 145.0; 12.6 91. 9: 2.6 102.8 : 2 4 2.2 4.830: 15.4 . . 

' 
90年 109.7: 9.7 2.484: 26.8 8.034.3 : 46. 1 147.8: 1.9 93.5: 1.7 106.3 : 3.4 1.7 5.315: 10.0 . . . 

ー

. . . 
: . . . . . . 

89/1- 89.2: 11.5 476: .~0.8 1.243.0: 31.9 154.5. 29.0 90.5 : 0.6 101. 2: 1.3 1.139: 15.3 . . . . 
4-6 l∞.0・ 10.0 495: 7.1 1.3ω.9: 49.8 131.2: 11.8 929: 1.8 102.4 : 2.2 1.106: 141 . . . 
7-9 103 7: 9.5 399:M2.7 1，328.3: 77.6 137.7: 8.5 91. 6: 2.1 103.4 : 2.6 1.285: 16.1 

4 . . ' 
10-12 107.0: 9.7 589: 6.3 1.564.5: 98.3 156.5: 3.6 92.6: 5.8 104.2 : 3，4 1.299: 15.9 . . . 

90/1 3 99.7: 11.8 782 :似.3 1. 871. 0 :印.5 167.9 : 8.7 91.4: 1.0 105.0 : 3.8 1.305: 14.6 . . 
4-6 108.8 : 8.8 454・68.3 1.956.5: 42.9 142.0 : 8.2 88.2: .65.1 105.7: :i.2 1.251: 13.1 . . . . 
7-9 114.4: 10.3 537 34.6 2，1日).0: 61. 9 131.4: 64.6 91 5: 3.2 106.5 : 3.0 1.3鉛:7.9 . . e . 

10-12 116.4: 8.8 711: 20.7 2，056.7: 31. 5 152.6: 62.5 99.9 : 7.9 108.1 : 3 7 1. 373: 5 2 . . 
91/ト3 110.0: 10，3 579ム26.0 1.565.4 :616.3 146.0 :ム13.0 92.4 : 1.1 108.9 : 3.7 1.199 :八8.1. 

4-6 115.3 : 6.0 971 113，9 1， 408. 2 : .628. 0 140.5:ム1.1 87.5 :ム0.8 109.8: 3.8 1. 276: 2.0 . 
7 9 

. . 
110.2 : 3.5 : . . . . . . . . . . 

資料出所:1{ Itこ倒じ
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経済と社会

(10像SドJl-) 
110 

図S シンガポールの貿易収支の推移、 1980-90年

(単位:10{tSドル)
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資料出所:表 lと同じ

であり、規模の大きい経済に比してはるかに

物価安定効果は高い(この理論的考察につい

ては、 Dornbusch & Helmers ed. [2 ]及

び拙稿[6 ]参照)。特に世界に冠たるオー

プン経済であるから、最も安価な物資をどこ

からでも調達同来る体制が「小閣の仮定」を

ますます現実性のあるものにしている。

これまで見てきたように、シンガポーノレ経

済の浮沈を決定するのは外国貿易である。シ

ンガポールにとって、貿易は「成長のエンジ

ンjを越えて、国の命運ががかかっていると

とも言える。アセアンの中で、最も強力に自由

貿易体制を主張しているのもそのためであ

る。しかし統計というのは意地悪である。貿

易立国であるシンガポールの貿易収支は慢性

的な赤字である(図 5)。つまり輸入が輸出

を年々上回っているのだ。例えば、 1990年の

輸出は527S億ドルで・輸入の611S億ドノレを下

回り、 84S億ドルの赤字を記録している。し

1985 

150 150 ~ 30 

100 

50 50 
。 。10 

80 82 84 86 88 90 . 
1986 1987 1988 1989 1990 

かしにもかかわず、国の輸入能力を示す外貨

準備は1983年の 9S億ドルから90年の277億

Sドルへと実に30倍強も増大しているのだ。

この謎はシンガポールの国際収支パランスを

見れば納得出来ょう。確かに商品貿易収支は

大幅な赤字だが、前述した通り、シンガポー

ルは「物」を売る経済と言うよりは「サービ

ス」を売る経済に変身しているのだ。物はサー

ビスを売る道具にしか過ぎないとも言えい

る。例えば、後述するシンガポーノレの観光収

入が90年で76S億ドルあり、貨物等の輸送収

入 (30S億ドル)を加えるとゅうに貿易赤字

を上回るのだが、これらの対外受取はすべて

貨物の輸出入と関連している。先述した「物

資の集散基地Jとしてのサービス付加価値で

稼ぐシンガポールの表の姿である。観光収入

等に年間100S億ドルに達する投資収益等を

加えたのが図 6で見る「経常収支」で、 86年

以来黒字が累増している。これが外貨を増や

-15-
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(10億Sド11，..) 

10 

図6 シンガポールの国際収支の推移 1980-90年

(単位:10億Sドル)

10 

8 8 

6 

4 .4 

2 2 

。 。
1::101 1:100 1:10:1 I:I:lV 

出2経常収支
-2 Cコ資本収支 トー 2

亡コ総合収支

-4 -4 

資料出所:表 Il-同じ

表4 シンガポールへの産業別海外直接投資の推移、 1978-89年

(百万Sトル)

1978 1979 1980 1981 1982 19邸 1984 19邸 1986 1987 19邸

全 産 l業 8，328.8 10，140.4 13，∞2.4 16，681. 4 20，355.3 22，120.3 24，801. 2 25，502.7 28，日4.034，540.3 41. 276. 7 

農 水 産 某 10.8 14.4 14.4 62.0 

鉱 1: 8.0 9.5 11. 4 18.7 

製 造 張 4，561. 8 5，681. 1 6.883.2 8.040.7 

珪 設 8長 120.1 115.0 173. 0 211. 6 
ー滋 義 1. 290. 5 1. 558. 7 2， 181. 0 2.697.5 

運輸 ・倉庫業 231.1 350.6 445.7 553.9 

金融 ・サービス業 2.065.2 2，371. 3 3，249.9 5，034.5 

その他のサービス業 41. 3 39.8 43.8 62.5 

資料出所:資!と同じ。

している要因だが、も っと大きな要因は外資

の流入である。シンガポールへの外資は、 88

年時点ですでに400億 Sトル強にも達し、製

造業と金融部門がその 8割強を占めている

(表 4)。特に金融部門への外資流入は過去

10年間で8.5倍に達し、製造業の3.9倍を大幅

に上回った。外資の間断なき流入により、シ

56.9 81. 5 83.5 75.6 29.7 45.7 44.8 

9.4 -2.9 -23.5 -39.4 -48.6 -50.4 -55.2 

9.ω1.6 10.404.7 11.415.3 11.912.0 13.156.2 15.892.7 17.769 2 

205.1 54.2 153.2 246.2 314.9 199.6 361. 2 

3.451. 1 3，732.6 3.7656 3.512.2 3，493.8 3.848.7 4，592.3 

596.5 483.4 3722 107.8 201. 9 516.4 864.9 

6.983.2 7.214.5 8.邸2.4 9，511.2 11.249.2 13，890.1 17，486.1 

515 152.3 152.5 177.1 186.9 197.5 213.4 

ンガポールは今や世界第二位の金融センター

に成長している。製造業では、外資の23%が

電気 ・電子機械機器に投下されており、行油

(20%)、化学(10%)、金属加工 (7%)、

食品 (6%)等が主な投資業縄である。国別

には90年に人って米国と ECからの投資が急

増しているものの、 85年以来日本が第イ也を

16 -



経済と社会

表 5 国 ・地域別対製造業直接投資額(コミットメント ・ベース)

(単位:100万ノンカポール ・ドル)

84年 85年 86年 87年 88年 89年
90年

( 1 ..... 6月)
一 一

米 国 805.9 27.3 443.4 543.5 586.6 520.2 691.5 

日 本 166.6 244.1 492.8 601.1 691.3 541.2 225.6 

E C 318.9 180.9 204.8 241. 0 345.1 525.4 269.3 

英 国 186.6 69.4 93.4 42.4 56.6 174.6 33.4 

オラノダ 70.3 75.2 57.1 70.9 82.9 174.0 72.6 

トー

外資合計
1. 334. 7 888.0 L 189.6 1，448.0 1， 657. 8 1. 625.4 1. 189.5 

(その他を含む)
一

地場資ふ合計 493.7 232.4 253.4 295.0 349.6 333.3 47.0 

」ー・・ー
_.__ 

〔出所〕ノンガポール経済開発庁

占めてきた(表 5)。これらの外資を主流と に130余の外国銀行があらゆる種類の金融 ・

する資本の純流入を加えた収支でみると、 シ 為替 ・証券業務を行っており、世界の金融セ

ンプfポールの対外収支は一貫して大幅な黒字 ンターとしてのシンガポーノレの位置は不動の

を記録しており、 1990年にはそれが100億ド ものになっている。日本の都市銀行もすべて

ル近くにも達している(閃 6)。 シンガポール進出を果たしており、これから

(2) シンガポール経済におけるサービス産業

の位置

シンガポール経済は物を坐産する産業から

サービスを生産する産業へと過去10年間に急

激に転換しつつあることを見た。物を生産す

る製造業も低付加価値、労働集約的なものは

海外投資を通してアセア ンや中国に移転し、

代わって高付加価値、高度情報製造業の育成

に限起となっている。これはシンガポールの

おかれれている経済環境を考えれば当然、のこ

とである。シンカ'ポールのサービス業はグ

ローパル化、情報化、高度化を目標に多様化

しつつあるが、その主役を演じているのは何

と言っても金融サービスと観光 ・運輸であ

る。金融については、資本取引の完全自由化

とL、う金融イ ンフラの整備と相ま って、すで

は地銀の進出の段階を迎えている。国際金融

サーピス機能については沖縄やハワイでは小

可能ではないにしても、近レ将来において シ

ンガポールの真似はできまい。

先に触れたように、観光はシンガポールが

最もカをいれているサービス産業である。観

光産業は1980年の30S億 ドル産業から90年に

は76億S ドノレ(6千億門)産業へと 2. 5倍

に増大し、国内総生産の12%を占めている。

観光入域者数でも 1980年の260万人から90

年には530万人を突破したが、周辺国からの

「陪路観光客Jを除く観光客数の伸びは図 7

の通りである。空路によるのが圧倒的に多く、

世界紐-流の間際空港であるチャンギは鉱張

工事が進行している。国籍別ではアジアから

の観光客が6割強を占めて最も多く、次いで

ヨーロッパ (23%)、オセアニア (9%)、ア

- 17-
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メリカ (7%)の順になっている。アジアで

はアセアンが 4割を占めてダントツだが、日

本 (31%) がそれに次ぎ、インド (8%)、

韓国 (7%)の順に多L、。日本からの観光客

は1980年の30万人から90年には3.3倍の99万

人へと全観光客数の伸び率(同期間で2倍)

をはるかに上凶る勢いで増大している。シン

ガポールは時差が日本と 2時間ということも

あって、日本人には時差ボケを調整しやすく、

観光産業での沖縄とライバルL、える。日本か

らの観光客急噌にシンガポールは官民を挙げ

て数年前から積極的に対応し始めた。それに

呼応して円本の投資も観光ショッピング、不

動産関連が急措してし、る。例えば、シンガポー

リアンが日本の{ギンザJとよぶオーチヤー

ド通りには円本の大手デパートが次々と進出

している。尚島屋がオーチヤード通りに東南

アジア最大規模の出席を開始すると、そのほ

ぼ正面に「そこう」が地元の有力ショッピン

グ・センタ-rパラゴンJを買収して進出す

るなど、パルプ崩壊後も表えを見せない円木

資本による企業買収の様下を地元有力誌は

「日本勢佼攻」と L、う見出しで報じていた。

たかだか4百万人弱の市場規模でいくつもの

大型シ zッヒングセ ンターがもつのかとの疑

問がわくが、消費のタ ーゲットは急増する円

木人観光客であることは間違いなし、。

シンカ'ポールの1990年現在のホテル客室数

は23万室(図 8)だが、最近のホテル稼働率

は85%(沖縄60%強)にまで達しており、急

増する観光客に対応出来ない状況である。そ

のため各地でー再開発事業の a環としてホテル

建設がすすめられている。

アジア観光情報センターが推計 (1988年ま

で実績)したアセアンの入域観光客数及ひe観

光収入は表6の通りである。入域観光客数で

は、 1988年実績で、シンガポールとタイは

400万人強でほぼ肩を並べているが、観光収

入ではタイはシンプfポーノレの 6割強に過ぎな

し、。さらに1993年での予測値をみると、入域

観光客数でシンガポールはタイに大きく水を

あけられるが、観光収入では逆に格差が開い

図7 シンガポールの空路、海路による入域

観光客数の推移 1980-90年

(単位:100万人)

2. 5~ 〆hイゴ
1.5 

1.σ 

5.0 

4.5 

4.0 

3.5 

3.0 

2.5 

1・2.0

1.5 

1.0 

0.51 海路 卜0.5
1 ・…............./と……・…ー………….....・H ・-………-

O. O ~ 町 1-0.0 
1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 

陀:陸路は含まれていない

資料出所:表 lに向じ

- 18-



経済と社会

シンガポールのホテル客室数と稼動率の推移 1980-90年

(単位:千室、%)
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資料出所:表 lに同じ

表 6 アセアンの入域観光客数及び観光収入、 1984-93年

観光客数(人) 観光収入 (百万ドル)

f---

1984 1985 19師 1987 1988 1989* 1蜘s聞い l伺1・l抑‘ 1984 1985 1986 1987 19朗 1989'1蜘， 1991' 1悦・ 1993* 

プルネイ 644 713 402 426 4伺 493 4日 4印 471 483 

イγドネシr 701 749 825 1， 050 1.301 1，512 1，739 2，0削 2，3叩 2，5ω 日8 525 590 765 1， 0叩 1.1021.355 1，694 2.117 2.5∞ 
マレー シ7 2，779 2，933 3，028 3.146 3，374 3，673 4. 026 4，429 4.872 5，359 546 揃 612 659 1，回32，附 2.3492，回23，2侃 3.766

7 • 9ピノ 817 773 782 795 1，043 1，199 1.415 1.印82， 038 2，445 366 叩7 647 430 1， 456 1. 674 1. 976 2，372 2，845 3，414 

シ'1tf;f. -/~ 2，則 3，0313.191 3.679 4.1悌 4.6704.蜘 5.2705.610 5.蜘 1.859 1，刷1.842 2.216 4，830 5，530 6.2日7.2308.3鈎 9，棚

タ イ 2.3472.4却 2，8183，制 4.2304，934 5.7ω6.4却 7.2208，剛 1，1日1.1711. 4却し蜘 3.0323.湖 4.1お4日o5.182 5.蜘

t口h 計10.27910.日711.04512.5刊14.日716.481 18.3印加，却722，51124訓74.435 4，429 5.111 5.970 12.151 13.874 16.脱 18.75821.抑制，脚

注:1989-93年は F損Jj値

資料出所: ASEAN Tourism Information Centre 

ている。そのことはシンガポールがアセアン

の中で、「向付・加価値観光」へ大きく転換し

つつあることを物語ってし、る。 1992年はアセ

アン観光年で、各同とも観光誘致にしのぎを

削っており、安くて、質のいいパックツアー

も売り出されつつある。アセアンはショッピ

-19-

ングを含む観光資源の多様さの点では群を抜

いており、コストも安いことから、観光イン

フラの整備がすすむと沖縄にとっても強力な

ライバルとなろう。

観光に次いで、シンガポーノレのサービス収

入で大きな項LIは「運輸」である。 1990年は30
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シンガポールの海上貨物輸送実績、 1980-90年

(単位:千トン)
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資料出所:表 lに同じ

。

世界のコンテナ取扱量上位10港

(1980~1 990年度対比、 1 TEUは

底辺207ィートのコンテ rl個)
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億Sドルの受取があり、 10年間で2.5倍の増 のOHQ関連所得は、 5......10年までの期間、

加をみている(図 9)。特に海上貨物輸送は 10%の軽減措置が適用される。現在OHQス

過去10年間で3.4倍もj哲加し、シンガポール

は今や特港を抜いて|世界最大のコンテナ港と

テータスを認定された企業は34社で、そのう

ちの 5社は 日系であるが、今後 円系企業の

なった(図lO)。驚くべきことに、 コンテナ OHQ設置は急捕すると予想される。 OHQ

貨物扱い量で世界の上位10港・のうち、 6位ま 以外にも IPO(国際調達事務所)やAOT(認

でがアジア地域にある。 7仲のロサンゼルス 定石油取引業者)、 AIT(認定国際貿易業者)

港を加えると、7港は太平作両作の港であり、 設立の動きが高まってきており、種々の国際

アジア ・太平洋の時代はすでに到来している コンサルタント業の設問と相まって、シンガ

と古える。 ポールはアジア ・太平洋における高度情報

80年代の後半に入って、シンガポールが)J サービスセンタ ーしての位置を急、速に確立し

を入れている高度サービス業の分野がある。 つつある。

それは製品開発 (R& D)，マーケティン

グ、流通、資金管理等を行う「世界のトータ (3) r黄金の三角地帯Jと 「ダイアモ ン ド・

ル ・ビジネスセンターj機能である。この代 ピース ・トレー ドゾーン」

表的なものとして、前述の OHQがある。 一一一結びlこかえて一一

OHQの資格を得た企業には税制上の種々の シンガポールの経済ダイナミズムは当然、

思典がある。例えば、マネジメントフィ、受 その周辺地域にも波及してL、く。その著しい

取利息、ロイヤルティ、外為取引収入、自己 地域がシンカ'ポールとはJ.:Iと鼻の先に位置す

勘定によるオフショア投資収入およびその他 るインドネシアのパタム島である(図11)。

図11 黄金の三角地帯
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転換するシ ノガポール経済一一沖縄、ハワイ との比較を過して 一一

シンガポールの南母頭からフェリーでわずか

30分の距離にあるパタム島は、隣接するビン

タン島を含めてインドネシアのリアウ州に属

し、面積にして416平方キロメートル、沖縄

本島の三分のーぐらいの大きさである。パタ

ムーシンカポールーマレーシアのジョホーノレ

を結ぶ「黄金の三角地帯」開発構想はシンガ

ポールのゴ一首相の提案により 2年前に開始

され、冷戦後の新しい開発のあり方として世

界の注日を集めているのと同時に、これまで

皆無に等しかったアセアン域内の分業を促進

する起爆剤としての期待も大きい。シンガ

ポールにとっては低賃金製造業の移転先と水

資源の確保、インドネシアにとっては余剰労

働力の吸収と新規企業 ・技術噂人のメリット

な現地労働力(大半がジャワ島からの出稼ぎ

女性労働者)の確保が容易なことと、わずか

20キロはなれたところにシンガポールという

アジア最大級の情報、娯楽、輸送、金融セン

ターを控えていることである。さらに道路、

港湾、空港、電力等のインフラもイ ンドネシ

ア本島に比して整備され、造成された工業団

地の賃貸料もシンガポールのジュロン工業団

地の半値以下である。さらにパタム島を含む

リアウ州はインドネシア最大の産油地帯であ

ることから、カソリン価格はリッター当たり

30円前後で、シンガポーノレの約半仙である。

インドネシア政府のパタム島にかける夢はで

っかく、西暦2000年までに70万人の人口を擁

する第二のシンガポールに仕立てる計画であ

がある。メリットがし、ま一つはっきりしない る。

マレーシア側の動きは鈍L、。 r黄金の三角地帯」にみられる多岡籍地峡

パタム島には現在シングポーノレ、米国、日

本、イギリスを中心に20の外国企業が操業し、

新たに42の企業が進出計画中であるが、その

大半はインドネシアとの合弁の形をとってい

る。たとえばパタム工業団地に日本企業の先

陣を切って進出した住友電装は、インドネシ

ア最大の財閥であるサリムグループと組ん

で、 トヨタマーク E用の電装部品を組立し、

日本の工場に輸出している。パタム島全体が

「保税地域 (bondedzone)Jであることか

ら、|司地戚に外面から入ってくる消費物資、

加工用原材料、半製品のすべてが免税扱いと

なり、 10万人近くのパタム島居住者も免税物

資を自由に消費することが出来る。この点は

沖縄の自由貿易地域 (FTZ)とは決定的に

異なるとこらである。日本企業にと ってのメ

リットはなんといっても安い賃金(月額3万

円弱で沖縄の十分のー)、 しかも比較的良質

開発モデルは煉j京の火のごとく広まり、各地

で実行計画を念頭においた回線合同凋査やシ

ンポジウムが行われている。(平成 3年版『惟

界経済白書』及び拙稿[13、14J参照)。新

潟県でも、第三同環円本海交流圏国際フォー

ラムが開催(1992年 1月)され、特に北朝鮮、

中国吉林省、ロシア極点の三回が国境を接す

る丘満江(中同名=図例江)流域開発をめぐ

って各国の代表者の間で白熱した議論が展開

された。各国の経済的利害はほぼ一致してい

ることから、 II-iJ地域を取りまく政治的しがら

みがとれると、豆満江開発は・気に進展する

ことが予怨される。なによりも軍事的緊張に

苦しめられてきた豆満江流域住民の期待は絶

大である。

このような多倒地問地域をIネットワーク」

する開かれた局地市場閤づくりに沖縄も遅れ

をとってはならないと思い、前々から t海ー

つL
H

円
J
h-



経済と社会

図12 ダイアモンド・ピース・トレードゾーン

一沖縄一台湾一上海一九州一

台湾ー沖縄一九州(本土)を結ぶダイアモン

ド・ピース ・トレードゾーン構惣(図12)を

提案しているが、沖縄サイドの動きは緩慢で

ある。沖縄の立地、規糠、行政組織からして、

シンガポールのような経済のグローパル化は

急速にはすすみにくし、。ここ10年はグローパ

ル化に向けての住民の窓識の切り替えとイン

フラの整備が急務である。当面の目標は隣の

台湾とこれからダイナミックに再生しつつあ

る上海と本土(九州)を結ぶ輸送、貨物の集

散、保管を相当な規模で考えてみることであ

る。これはミニ「アジアボート構想J といっ

てもよい。

過円、シンガポールでのセミナーに参加し
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た台湾の有力経営者である陳尚文コンコード

システム経営社長、 上海国際問題研究所所長

の隙教授、筆者が現在華僑問題で共同研究し

ている北九州市在の間際東アジア研究セン

ターのモ主任研究員などに同構想を打診して

みたが、アイデアはいいとしても、沖縄の果

たす役割が今ーつはっきりしないというごも

っともな返事が返ってきた。筆者の考えでは

アクション ・プログラムを伴ったシソポジウ

ムを毎年一回づっ、沖縄、 タイペイ 、上海、

九州の順で開催し、同構怨の理念づくりと売

り込みを真剣に考えてみる必要がある。その

ような行動を通してのみ「沖縄 FTZJの活

路を開く突破口が開かれるというものだ。
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